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圧力団体付き選挙競争
- 政権の利益誘導能力が一定であるケース-

山 田 玲 良*

1 はじめに

本稿は,古典的なHoteuing-DoⅥンns流の1次元政策空間における2政党間の

選挙競争に, 1圧力団体が関わる場合の均衡政策の性質を分析する (Hotelling

(1929),Downs(1957))｡圧力団体が選挙競争に関与する動機としては,一般

的な政策に影響を及ぼそうとするものと,勝利政党からの個別的な便宜供与を

期待するものとが考えられてきた (Austen-Smi血 (1997))0(1)本稿は,ここでは

特恵と呼ぶ,勝利政党からの個別的な便宜供与に関心がある圧力団体の投票行

動を分析する｡

山田(2001)紘,この種の圧力団体が関与する選挙競争について勝利政党の利

益誘導能力が得票数の増加関数となることを仮定したモデルを構築した｡そし

て,このケースでは,たとえ圧力団体の効用が特恵のみならず政策にも依存し

たとしても,政党間の均衡において2政党が公約する政策は,圧力団体に参加

しない未組織有権者の間の中位政策に限られることを示した｡

本稿は山田(2001)とは逆に,勝利政党の利益誘導能力が得票数や議席数に左

右されず,選挙結果にかかわらず一定であることを仮定してモデルを構築する｡

そして,このケースでは,政党間の均衡において2政党の公約する政策が,圧

力団体に参加する有権者も含めた全有権者間の中位政策になることを示す｡

以下では2節でモデルの枠組みを提示し,3節で均衡政策の性質を分析する｡

また,均衡の存在を3節末で確認する｡

2 モデル

2.1 ゲームの流れ

2つの政党i∈(1,2)が比例代表選挙を戦う｡政策空間はある政策を基準に
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1次元の座標軸Ⅹで表される｡有権者は全体でN人 (N>2,Nは自然数)い

る｡有権者は1票ずつ投票する権利をもつ｡各有権者は必ず,政党 1,政党2

の何れかに投票する｡圧力団体 として唯一 Gが存在する｡Gにはn人

(0<n<N,nは自然数)の有権者が所属する｡Gに参加しない有権者は未組織

有権者と呼ばれ,その集合Kの任意の要素がkで表される｡

ゲームは2段階に分かれる｡第 1段階で各政党iが政権獲得後に実施する政

策Ⅹ1∈ ⅩとGへの特恵供与ルールb.の組 (Ⅹ.,b.)を公約し,第2段階でGと

各kがそれぞれ政党 1を支持する確率p∈(0,1/2,1),qk∈(0,1/2,1)を決める｡

ここで,政策は供与する特恵量によって変化しない｡b.は特恵の最大供与可能

量bL∈R十(A.は非負の実数の集合)の単集合 tbl 上に定義される2つの関数

の組 (br(百),b.-(i))を表すobl:(6)- [0,5]はiがGに支持されて勝ったと

きGに供与する特恵量を表し,b.-:(扇 - [0,も]はGに支持されずに勝った

ときG に供与する特恵量を表す｡各政党がとり得るblとb,- の集合をBで表

す.百は政権の利益誘導能力を表し,本稿では選挙結果にかかわらず一定であ

ることが仮定される｡

各プレーヤーは決定を必ず履行する｡ゲームの情報構造は全体を通して完備

であり,また,Gと各 kは第 1段階の情報を完全に知って行動する｡

2.2 プレイヤーの行動原理

プレイヤーは全員が危険中立的である｡各kの選好は政策に対して定義され,

効用関数vk:Ⅹ-A(Rは実数の集合)で表されるovkはつぎの単峰性をもつo

]xk∈Ⅹ ∀x∈Ⅹ ∀x'∈Ⅹ

li'(xv:(xx;,avn:(xx',Si:fkTx:rxk'.x<'TxlkxakTd,x'≧xk｡〕
ここでは政党が2つしかないので,各kにとっては,より好ましい政策を公

約する政党をその勝利する確率の如何にかかわらず支持することが支配戦略と

なる｡ したがって,各kの投票行動を関数 qk:Ⅹ ×Ⅹ-(0,1/2,1)で表すと,

その最適な投票行動qk*はつぎのようにまとめられる｡
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(vk(X.),vk(x2)))(q'k-1)

( vk(X.)- Vk(x2))→(q+k-1/2)

( vk(x.)< Vk(x2)))(q:-0)
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ここでは,2つの政党の政策が無差別ならばkは確率 1/2で政党 1を支持す

ることが仮定されている｡本稿の分析では勝利政党の事後の得票数が重要な意

味をもつ｡その計算が徒に煩雑になるのを防ぐために,政党1の政策Ⅹ.と政

党2の政策Ⅹ2から同じ効用を得る未組織有権者がh人いる場合,その全員が

最適な投票行動をとるならば,そのうち [(h+1)/2]人が圧力団体の支持する

政党に投票することになると仮定される｡ここで任意の実数hについて [h]

はh以下で最大の整数を表す｡政党 1と政党2が圧力団体に支持されたとき

に獲得する未組織有権者票数はそれぞれ関数 Z.:Ⅹ×Ⅹ- (0,･.･,N-n),22‥Ⅹ

×Ⅹ- (0,-,N-n)として定義される｡両関数は,未組織有権者全員が最適な

投票行動をとるとき,とくに21*, 22*と表される.両関数の集合がZで表さ

れる｡

Gの選好は政策と特恵の両方に対して定義され,効用関数u:Ⅹ×[0,盲]-

Rで表される｡Gには政策上の理想点 Ⅹ｡があり,uはつぎの単峰性をもつo

]xG∈X ∀b∈[0･S]∀x∈x ∀x,らx

((x≦xGandx'≦xG)or(x≧xGandx,≧xG))
)(u(x,b),u(x'･b)iffLx-xGl<lx･-xGl)

Gに所属する個々の有権者の効用はuに折り込まれていると考え,Gに参

加する有権者は全員,Gが支持する政党に投票すると仮定される｡政党 1,

政党2を支持したときのGの期待効用はそれぞれつぎのようになる｡

U(I)=e(Z.(x.,x2)+n)u(X..bl(b))+(1-e(zl(X.,x2)+n))u(x2,b;(b))

U(2)-(1-e(Z2(X.,x2)+n))u(xl,b｢(b))+e(Z,(xl,x2)+n)u(x2,b;(b))

関数 e‥(0,-,N)- (0,1/2,1)は得票数と選挙に勝つ確率の対応関係を表す｡
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ここでは自然数の集合をNで表して,e((y∈N ‥y<N/2))=(0),e(ty∈N:y=
N/2))=(1/2),e((y∈N :N/2<y≦N))=(1)が仮定される｡Gの投票行動

を関数 p:Ⅹ2×B4 × Z2- (0,1/2,1)で表すと,その最適な投票行動p*はつ

ぎのようにまとめられる｡

(U(1)>U(2))→(p*-1)
(U(1)-U(2))→(p*-1/2)

(U(1)<U(2))→(p*=0)

ここでは,どちらの政党を支持しても期待効用が同じならば,Gは確率1/2

で政党 1を支持することが仮定されている｡

政党は政権を獲得すると利得rを得る｡利得rの値はGに供与する特恵量の

関数 rl.[0,6]- Rとして表される｡政権の利得が特恵量の関数とみなされる
のは,特恵供与のコストや,圧力団体との私的な関係が政権の威信に影響を及

ぼす可能性などを考慮するためである｡政党1と政党2の期待利得はそれぞれ

つぎのようになる｡

R,=p(xHx2,bl,b2,Z.(Xl,X,),Z2(X,,x2))e(Z,(xl,x2)+n)r(bT(b))

+(1-p(xl,x2,b.,b2,Z.(Xl,x2),Z2(X.,x2)))(1-e(Z2(x,,x2)+n))r(br(b))

R2=P(XI,x2,b.,b2,Zl(x,,x2),Z2(Xl,x2))(lle(Zl(X.,x2)+n))I(b;(b))

･(1-p(x.,x2,bl,b2,Zl(x.,x2),Z2(Xl,x2)))e(Z2(A"x2)'n)r(b;(6))

2.3 均衡概念

本稿が採用する均衡概念はつぎに定義される政党間均衡である｡

定義1政党1,政党2の公約の組 ((Ⅹ1*,bl*),(Ⅹ2*,b2*))が政党間均衡であ
るとはつぎの条件が成立することである｡
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∀xl∀x2∀bl∀b2

R,(p'(x.,x'2,bl,b+2,棉 ,x'2),Z'2(x.,X'2)),Z:(xいX;),Z'2(xl,X;),hL)

･Rl(p'(x;･X;,b:,b'2,Z;(xI･X;),Z;(xI,X;))･絹 ,x;)IZ'2(xI,X'2),br)
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R2(p'(xI･x2,bT,b2,ZI(xI,x2),Zt2(轟 2)),Z;(xI,x2)･,Z;(xI･x2),P2)

･R2(p'(xT･x'2,b;･b'2,Z;(xI,X'2),Z.2(x;･X'2)),Z:(xI,X'2)･Z'2(･X;,X'2),b'2)

2.4 全有権者中位

本稿は,政党1,政党2がつぎに定義される全有権者中位を政策として公約

しない限り政党間均衡が成立しないことを明らかにする｡

定義2 M ≡ix∈Ⅹ:(Kw(x)≧N/2)and(KE(x)≧N/2日

ここで Kw(Ⅹ)はⅩまたはⅩの左側に理想点をもっkおよびGの持ち票の和

を表し,KE(Ⅹ)はⅩまたはⅩの右側に理想点をもつkおよびGの持ち票の和を

表す｡

2.5 仮定

関数r,uについてつぎの仮定を用意するO

仮定1 政策点が任意に固定されるときuは特恵量の強単調増加関数になる｡

仮定2 政策点が任意に固定されるときuは特恵量の連続関数になる0

仮定3 任意の特恵量に対Lfは正の値をとる｡

仮定4 rは特恵量の連続関数である｡

仮定5 rはつぎの強単調性をもつ｡

(vbVb･((b<U))(r(b)<r(b))))

or(∀b∀b,((b<bり→(r(b),r(b))))

or(∀b∀b'(r(b)-r(b)))
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3 分析

政権の利益誘導能力が一定であるとき,政党間の均衡において2政党の公約

する政策は全有権者中位に限られる｡

定理 1 仮定 1,2,3,4,5が成立する｡このとき,つぎの条件を満たす

((Ⅹ1,bl),(Ⅹ2,b2))は政党間均衡でない.

]i∈(1,21∀m∈M (xi≠m)

[証明] ((Ⅹ1,bl),(Ⅹ2,b2))が政党間均衡であると仮定する｡2つの政党の立場

は対称的だからZ.*(Xl,Ⅹ2)≧22*(Ⅹ1,Ⅹ2)のケースのみ考えればよい022*(Ⅹ1,x2)の

大きさに応じて3つの場合に分けて考える｡ここでは一般性を損なうことなく

Ⅹ1≧Ⅹ2を仮定する｡

(1) N-n-Z2*(Ⅹ1,Ⅹ2)>N/2のとき

政党 2はGの支持を得ても勝てない｡ しかし,政党2は政党 1と全く同じ

公約をすれば正の期待利得を得る (仮定3)｡これは政党間均衡の定義に矛盾

する｡

(2)N-n-Z2*(Xl,Ⅹ2)<N/2のとき

Gに支持された政党が確率 1で勝っ｡ したがってU(1)≠U(2)ならばどち

らかの政党の勝つ確率は0であり,その期待利得も0である｡しかし,相手の

政党と全く同じ公約をすれば確率 1/2で勝ち,仮定3より,正の利得を得るこ

とができる｡これは政党間均衡の定義に矛盾する｡よって U(1)=U(2)｡ま
た, U(1)=u(Xl,bl'(6)),㌔U(2)=u(Ⅹ2,b2+(i))となる｡あるi∈(1,21につい
てbl(i;)くらならば政党iはbr(古)<b..'(ら)となる(Ⅹ,,b,.)を公約できる｡この

とき仮定 1よりU(i)>U(-i)(-i∈(1,2)＼fi))となり,政党iはGの支持を確率 1

で受けられる｡仮定 4はそのような (Ⅹ.,b】つ の集合のなかに (Ⅹ,,b】)より大き

な期待利得をもたらすものがあることを保証する｡これは政党間均衡の定義に

矛盾する｡よって bl'(ら)=右,b2'(i;)=盲｡したがって2つの政党は r(i)杏

それぞれ確率1/2で獲得する｡

∀m∈M (Ⅹ2≠m)のケースを考える｡定義により,MはⅩ上で1点または

1閉区間を形成する｡ したがって,x2<infmまたはⅩ2>supm｡Ⅹ2<infm
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(x2>supm)ならば政党 1は bl'(i)=bl-(i)=b-となるb1-を Ⅹ1.=infm
(Ⅹ】-=supm)と組合わせて公約すれば,ⅩG≧ infm (ⅩG≦ supm)のとき
は圧力団体の支持を受けて総票数の過半数を獲得できるし, ⅩG<infm (ⅩG>

supm) のときは,圧力団体は政党2を支持するかもしれないが,政党1は

未組織有権者票だけで過半数の票を獲得できる｡このとき政党 1は r(ら)を確

率 1で獲得する｡これは政党間均衡の定義に矛盾する｡∀m∈M (Xl≠m)の

ケースについても同様の議論が成立するO

(3)N-n-Z2*(Ⅹ1,Ⅹ2)=N/2のとき
Gが政党 1を支持すれば政党 1は確率1で勝っが,政党2を支持すれば両党

がそれぞれ確率1/2で勝つ｡したがって U(1)=u(Xl,bl+(i)),U(2)=u(Ⅹ1,b1-(

百))/2+u(Ⅹ2,b2+(i))/2となるO (2)のケースと同様の議論にしたがい, ((Ⅹ.,

bl),(Ⅹ2,b2))が政党間均衡ならば U(1)≦ U(2).でなければならない (仮定

3)0

(3_1) U(1)<U(2)のとき

政党1,2の期待利得はそれぞれ r(bl-(i))/2, r(bB+(6))/2となる｡

(3_1_1) I(bl(ら))<r(bl-(b-))のとき

rは関数なので br(i)≠br(i).bl+(i)<b1-(ら)ならば,仮定5により, r

は強単調増加関数である｡∀m∈M (Ⅹ2≠m)のケースを考える.すなわち,Ⅹ2

<infm またはⅩ2>supm｡ Ⅹ2<infm (Ⅹ2>supm)ならば政党1は bl一十

(i)=bl■-(i)二百となるb1-をⅩ1.=infm (Ⅹ1-=supm)と組合わせて公約すれ

ば,ⅩG≧ infm (ⅩG≦ supm) のときは圧力団体の支持を受けて総票数の

過半数を獲得できるし,X｡<infm (ⅩG>supm) のときは,圧力団体は政

党2を支持するかもしれないが,政党1は未組織有権者票だけで過半数の票を

獲得できる｡このとき政党1は r(ら)を確率 1で獲得するOこれは政党間均

衡の定義に矛盾する｡∀m∈M (Ⅹ1≠m)のケースについても同様の議論が成

立する｡

また bL'(i)>b1-(i;)ならば,仮定5により,rは強単調減少関数である｡

したがって ((Ⅹ1,bl),(Ⅹ2,b2))が政党間均衡であるためには b1-(i)=b2'(ら)=
0でなければならない (仮定2)Oこのとき政党1は br-(i)>oとなるb.-をⅩl

=Ⅹ2と組み合わせて公約すれば政党2と同数の未組織有権者票を獲得した上

で圧力団体の支持を確率 1で得ることができる｡この場合の政党1の期待利得
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は r(bl■+(i))であり,仮定4から,bllを適当に選べば r(b.1'(i))>r(o)/2

となる｡これは政党間均衡の定義に矛盾する｡

(3_1-2) r(bl(古))≧ r(br(i))のとき

bl(i)>b2'(ら) (bl'(右)<b2+(ら)))のとき,政党1(政党2)は Ⅹ1r=Ⅹ2(

Ⅹ2- =Ⅹ1)をbl(b2) と組合わせて公約すれば, I(bl+(i))(I(b2'(i))) を確

率1で得るOこれは政党間均衡の定義に矛盾する.したがって bl'(ら)=b2'(ら)0

∀m∈M (Ⅹ2≠m)のケースを考える｡すなわち,Ⅹ2<infm または Ⅹ2>sup

m ｡ ,x2<infm (Ⅹ2>supm)ならば政党 1は bl.'(古)=bl-J(ら)=bl'(ら)
となるb1-を Ⅹ1.=infm (Ⅹ1-≡suPm)と組合わせて公約すれば,ⅩG≧ infm

(Ⅹ｡≦ supm) のときは圧力団体の支持を受けて総票数の過半数を獲得でき

るし, ⅩG<infm (ⅩG>supm) のときは,圧力団体は政党2を支持するか

もしれないが,政党1は未組織有権者票だけで過半数の票を獲得できる｡､この

とき政党 1は r(bl'(百))を確率 1で獲得する.これは政党間均衡の定義に矛

盾するo ∀m∈M (Ⅹl≠m)のケースについても同様の議論が成立する.

(3-2) U(1)=U(2)のとき
政党 1,2の期待利得はそれぞれ r(bl'(i;))/2+I(bl-(i))/4,r(b2+(ら))/4と

なる｡

(3-2-1) I(bl+(6))>r(bl-(i))/2のとき

bl'(i)<石のとき,政党 1は bl一十(i)>bl'(i)をみたす適当なbl■を Ⅹ1

と組み合わせて公約すれば,仮定 1,4より,I(bl'(i))/2+r(bl'(i))/4を上回

る期待利得を得る｡これは政党間均衡の定義に矛盾する｡したがって bl'(盲)=
i;｡同様にb2+(盲)=忘｡

∀m∈M (Ⅹ2≠m)のケースを考える｡定義により, MはⅩ上で1点または

1閉区間を形成する｡したがって, Ⅹ2<infmまたは Ⅹ2>supm . x2<inf

m (Ⅹ2>supm)ならば政党 1は bl'+(古)=bl'~(百)=忘となるbl'を Ⅹ1.=infm
(Ⅹ1-=suPm)と組合わせて公約すれば,ⅩG≧ infm (ⅩG≦ supm)のときは
圧力団体の支持を受けて総票数の過半数を獲得できるし,Ⅹ｡ <infm (Ⅹ｡>

supm)のときは,圧力団体は政党2を支持するかもしれないが,政党1は未

組織有権者票だけで過半数の票を獲得できる｡このとき政党1は r(忘)を確率

1で獲得するOこれは政党間均衡の定義に矛盾する｡∀m∈M (Ⅹ1≠m)のケー

スについても同様の議論が成立する｡
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(312-2) r(bl'(i))≦ r(bl-(6))/2のとき

bl(古)≦ b2'(i)のとき,政党2は Ⅹ2'-Ⅹ1を b2''(右)=b2+(i)となるb2-と

組み合わせて公約すれば,仮定 1より,I(b2'(i))/2以上の期待利得を得る.

これは政党間均衡の定義に矛盾する｡よって b:(ら)>b2'(古)｡一方, bl-(i)>

b2'(i)のとき,政党 1はXll=Ⅹ2をblr十(i)=bl-(i;)をみたす適当なb1.と組み

合わせて公約すれば,仮定1より,確率1で利得 r(bl-(i))を得る｡これは政

党間均衡の定義に矛盾する｡よって bl-(ら)≦ b2'(6)｡したがって,推移律に

より,b1-(i)<bl'(古)｡いま r(bl'(i))≦ r(bl-(i;))/2なので,仮定3より,r(

さて,r(bLl(i))<I(bl-(i))/2とする｡bl+(i;)>bl-(百)≧ oなので,政党

1はbl''(i)<bl+(ら),bll-(i)=br(ら)となるbl■をXlと組み合わせて公約で

きるOこのとき,仮定1より,U(1)<U(2)となり,r(blL(i))/2の期待利得

を得る｡これは政党間均衡の定義に矛盾する｡

つぎに r(bl+(i))=r(br(i))/2とする｡ある 6>0が存在してbr(百)-b2+

(i)= 6 なので,政党1は適当な Ⅹ.･=Ⅹ2を bl■+(i)=b2+(b-)+ 6/2をみた

す適当なb1-と組み合わせて公約すれば,仮定1より,r(bl+(ら))を上回るr(b1-+

(i))を確率1で得る.これは政党間均衡の定義に矛盾する｡ロ

補題により,政党間均衡が成立するためには2つの政党がともに全有権者中位

の政策を公約しなければならないことが判る｡また,ともに全有権者中位を公

約すれば両党の未組織有権者票数は同じになるので,補題の証明の(2)の議論

が成立する｡すなわち,勝利政党は圧力団体に対し最大限の特恵を供与する｡

以上の議論をまとめてつぎの定理が得られる｡

定理2 M が単集合とする｡仮定1,2,3,4,5が成立するならばつぎ

の条件を満たす ((Ⅹ1,bl),(Ⅹ2,b2))が唯一の政党間均衡となる｡

xl = x2=m
bl(盲) -b言(石))-石
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*一橋大学大学院経済学研究科博士後期課程 e-mail:ged9207@SⅣ.cc血=-Mc.JP

(1) Austen-Smlth (1997)は前者を政策依存的 (poucy-dependent),後者を政策独立的 (pohcy-

mdependent)と呼んだ｡




